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人口が高齢化するスピードを測る指標の改善
―「倍加年数」から「三倍加年数」へ―
Proposal of Newly Improved Index to Measure Speed of Population Aging
-From Doubling Time to Tripling Time-
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?Abstract?
Recent aging progress especially in emerging economies suggests to improve the indicator for aging 
society. Therefore, this paper proposes the newly improved index 'Tripling Time' to measure the speed of 
population aging. It indicates time duration our community spends to transform aging ratio from 7? to 
21? . Analysis with 'Tripling Time' observes that mainly developing countries would decrease their 
speed of aging. Furthermore, 'Tripling Time' could estimate how the burden of the productive age 
population supporting the life of elderly is increasing. Tripling Time would be the basic information to 
deal with problems of aged society.
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1.　は じ め に
　社会の高齢化が“速い”あるいは“遅い”と
いった場合の指標として用いられるのが「倍加年
数」である。これは 1956 年に国連経済社会局
（DESA）が世界の人口動態についてまとめた報
告書で示唆したものである 1）。
　すなわち，各国の 65 歳以上の高齢者が人口に
占める比率（高齢化率）が 7％から 14％へ上昇
するのに要した年数を倍加年数として計測し国際
比較を行っている。例えば，日本の高齢化率は
1970 年に 7％，1994 年に 14％へ達した。この 24
年という倍加年数は世界最短であった。ゆえに日
本の高齢化は世界で最も速いとされてきた。
　近年，倍加年数は多くの機会に利用されている。
2016 年 7 月には，日本政府代表が国連で新興国
の倍加年数（推計）が短いことを取り上げ，その
高齢化の進行が速いものになると警鐘を鳴らし
た 2）。同様に『高齢社会白書（平成 27 年版）』で
もアジア各国の短縮化された倍加年数を取り上げ
懸念を示している 3）。このように倍加年数は人口
高齢化の進行を明快に示す指標として国内外で用
いられている。
　ただし，上記の DESA 報告が出てからすでに
60 年以上が経過している。また，今後の（とり
わけ新興国の）人口動態を考慮に入れると，これ
からも有効な指標として使い続けるためには改善
の必要がある。
　そこで，本稿は倍加年数に改良を加えるよう提
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案する。その要点は「倍加年数」に高齢化率が
21％に達するまでの年数を付け加えることであ
る。つまり，高齢化率が 7％から 21％へ至るま
での年数を高齢化のスピードを計る指標としてあ
らたに定めるのである。
　本稿では，この指標を「三倍加年数」と名付け
る 4）。かつ，高齢化率 7％から 14％への移行期間，
すなわち現行の倍加年数を三倍加年数の「前半」，
それ以降 14％から 21％までの年数を「後半」と
呼ぶ。そして，高齢化の速さを計測する際は「前
半」と「後半」の組み合わせにも留意するよう提
言する。
　上記に基づき，本稿では国連の人口統計 World 
Population Prospects（ 以 下，WPP） と 前 出 の
DESA 報告から 136 カ国・地域の比較可能な倍
加年数と三倍加年数を計測した 5）。すると，これ
までの倍加年数に基づく高齢化の速さの判定に変
動が生じることがわかった。
　一例をあげると，ベルギーの倍加年数は 50 年，
オランダは 64 年である。つまりベルギーの高齢
化がより速い。ところが，三倍加年数でみるとベ
ルギーは 101 年，オランダが 83 年となり，逆に
オランダの方が速いと判定される。このように三
倍加年数を利用して高齢化をより長期でみると，
これまでの「速い」という判定を覆すことがある。
　すなわち，三倍加年数は人口高齢化の「速さ」
を見直す機会をもたらす。同時に，より高次の人
口高齢化まで考えることにつながる。その結果は
高齢社会の到来を正しく捉える基礎資料となる。
　本稿では，まず倍加年数に関する先行研究を概
観する。その後に上述の計測結果を用いて三倍加
年数が高齢化の指標となる必然性を示していく。
また，人口高齢化の指標としての可能性について
考え，そのインプリケーションを確認する。
2.　人口高齢化の速さに関する先行研究
2.1.　倍加年数を利用した先行研究
　世界保健機構（WHO）は，高齢化率が 7％に
達した社会を「高齢化社会」，同じく 14％に達す
ると「高齢社会」と呼ぶ 6）。このため，倍加年数
とは高齢化社会が高齢社会へ転換する移行期間
（年数）と説明することもできる。
　現在では，先進国に限らず多くの国で出生率の
低下や平均余命の改善が続いている。このため人
口の高齢化は世界中で起こり得ると認識され始め
ている。わが国の公刊物，例えば，国立社会保
障・人口問題研究所（2017）『人口統計資料集
2017 年改訂版』でも日本と世界各国の倍加年数
（推計）の比較がなされている 7）。
　倍加年数を利用した先行研究は多い。前出の
DESA 報告（1956）は，人口の高齢化を測る指
標として高齢化率を用いた。そして，人口高齢化
の進行が地域ごとに違うことに着目し，欧州では
高齢化の進行が緩やかな一方，日本をはじめアジ
ア各国で速いことを予見した。
　若林（2006）は東アジアの倍加年数が短いこと
を示しつつ，これからはアジアの他地域でも女性
の社会進出や晩婚化が進むことから，少子高齢化
が進行すると予測した 8）。小峰他（2007）もアジ
ア各国の倍加年数が短いことを指摘し，欧米諸国
の経験から出生率の反転は難しく高齢化が加速す
るとした 9）。
　大泉（2007）は，先進国の高齢化の過程とアジ
ア各国の倍加年数の将来推計を照らし合わせて
「少子化，高齢化は，もはや先進国特有の問題で
はなく，アジアにおいては日本特有の問題ではな
い。とくにアジアで出生率の低下は急速であり，
今後，急速に高齢化社会に向かうことを軽視して
はならない」と述べた 10）。
　また，Leow（2000），Osman（2007），Kato（2011），
Furuoka（2014）らも東南アジア各国の高齢化率
の推移に着目し，その将来の高齢化が速い可能性
を示した 11） 12） 13） 14）。
　新興国で高齢化が進む点について Ferrante
（2011）は「これまで欧米先進国では産業化と経
済発展が出生率と死亡率を低減させてきた。今後
は新興国でも経済成長が社会を少子高齢化へ向か
わ せ る だ ろ う 」 と し た 15）。 同 様 に，Magnus
（2009）も出生率の落ち込みは先進国だけでなく
世界的に見られる現象であるとした 16）。さらに，
Sachs（2008）は「経済発展をあとから開始した
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国ほど高齢化の進行が早まる」とした 17）。そし
て，Pew Research Center（2014）は新興国にお
ける高齢化の進行が速いことを各国の実証データ
で示した 18）。
　上記に関しては，古くは Hirschman（1990）
や Bongaarts & Watkins（1996）が，個人所得
の伸びと出生率低下の組み合わせは先進国のみな
らず，どの国でも起こり得るとしていた 19） 20）。
　新興国において倍加年数が短くなる理由として，
大泉（2012）は渡辺（2003）らがいう発展途上国
への技術移転で見られる「後発性の利益」と同様
の効果が新興国では医療や衛生環境の面でも外生
的に与えられ，平均余命の伸長や乳幼児死亡率の
（素早い）改善につながるからだとした 21）。
　また，鬼頭（2011）は，工業化に伴い社会が大
きく変化する時，人々は未来の暮らしに対して不
安感を抱きやすく，出産を抑制する傾向を持つと
指摘した 22）。
　上記のように，いずれの先行研究も，これから
新興国で高齢化が進むこと，しかも先進国の過去
の経験を上回る速度で進行すると訴えている。議
論の土台となったのは，倍加年数の国際比較で
あった。
2.2.　高齢化率 7％の持つ意味
　上記のように，先行研究や政府刊行物では
（DESA 報告を根拠として）高齢化率 7％に達し
た国を「高齢化社会」と称している。また，7％
から 14％への移行期間を「倍加年数」としてい
る。現在，この基準が事実上の国際標準になって
いる。国連広報センター（2018）でも，DESA
の活動の一つを「グローバルな基準，規範の作成
を支援する」ことと紹介している 23）。
　ところが，先の DESA 報告（1956）では，高
齢化率 4％未満を「若い（社会）」，同 4％から
7％までを「成熟した」，そして 7％以上を「高齢
化した（社会）」と認められるとするだけで，な
ぜ，高齢化率 7％が「高齢化社会」であるのかの
根拠は示されていない 24）。
　実は，DESA 報告（1956）が分析に用いた西
欧州諸国の年齢階層別人口比率をみると，1950
年時点で域内全体の高齢者比率は 10.1％であっ
た 25）。こうした（当時）最も高齢化が進んでい
た国々の現状を踏まえて，恐らく DESA は「高
齢化社会」の基準値を 10％に設定することも検
討したのではないか。ところが，実際には上述の
ように同基準を高齢化率 7％とした。
　では，高齢化率 7％が基準値となっているのは
なぜか。人的資源論の Lim（2017）は「DESA
報告が出た 1956 年当時は世界各国の高齢化は進
んでいなかったので，基準値が高齢化率 20％や
10％などではなく，より低い水準に設定された
のではないか」と考えた 26）。同様に労働経済学
の O’Brien（2017）は「1950 年代半ばの労働市場
に占める高齢労働者比率の低さが人口高齢化の基
準値を低くすることにつながった」のではと述べ
た 27）。
　一方，加藤（2019）は，老年従属人口指数に着
目した 28）。すなわち，DESA が高齢化の基準を
創った際には，1 人の高齢者の暮らしを何人の働
き手が支えているかについて考慮したとした。す
なわち，「1 人の高齢者の暮らしを 10 人の働き手
が支えるようになった社会」を「高齢化社会」と
定義したのだと考えた。以下，簡単な例を交えて
説明する。
　まず，西欧州では高齢化率が 7％に達した時点
で若年人口が総人口の 24.9％，同様に生産年齢人
口が 68.1％を占めていた 29）。この状況を 100 人
の村で例えると，村人のうち 7 人が高齢者で高齢
化率は 7％，一方，村には生産年齢人口（15 歳
から 64 歳）が 68 人いる 30）。つまり，7 人の高齢
者の暮らしを 68 人の働く人々が支えている 31）。
そこで「老年従属人口指数」は 10.3％（高齢者÷
生産年齢人口）となり，村では高齢者 1 人を（働
く）10 人の村人が支えているとわかる。
　ここから，DESA が定めた高齢化の基準は，
老年従属人口指数 10％を念頭に置いて創られた
と推測した。実際，日本が1970年に高齢化率7％
へ達した時の老年従属人口指数は 10.2％であった。
　ついで，本稿では「高齢化率 7％」と「老年従
属人口指数 10％」の相関を WPP のデータから
確認した 32）。すると，世界人口が高齢化率 7％に
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達した時の老年従属指数は 11.0％（2001 年）で
あった。
　同様に「高齢化社会」になる時，中所得国全体
の老年従属人口指数は 10.5％（2015 年），低所得
国全体では 11.0％（2065 年）である。地域別に
見ると東アジアが 10.5％（1996 年），東南アジア
は 10.6％（2021 年），南アジアが 10.5％（2025 年），
中央アジアが 10.7％（2026 年），アフリカ全域で
は 11.1％（2058 年）などとなっている。いずれ
もおおむね予測どおりであった 33）。
　DESA が老年従属人口指数に注意を向けてい
たことは，その報告書内にも表れている。DESA
報告（1956）の冒頭部に掲げられた図表（Table 
1）には，当時の 72 ヵ国・地域の年齢階層別人口
比率が示されていて，同表の一番右端には，各国
の高齢者（65 歳以上）を分子，生産年齢人口
（15-64 歳）を分母とした割合（パーセンテージ
表示）が添えられている。つまり，DESA は
1956 年時点で老年従属人口指数を示し，高齢者
を支える現役世代の負担に注目していたのであ
る 34）。
　以上から，先行研究で高齢化社会の基準値とし
て使われている「高齢化率 7％」は，実は 1 人の
高齢者を 10 人の働き手が支えるという現役世代
の負担割合（老年従属人口指数）と関連している
とわかった 35）。
3.　各国の倍加年数と三倍加年数
　以下，各国の倍加年数と三倍加年数を見る。ま
ず，倍加年数の長短に従い各国を 3 つのグループ
に分けた。その上で特徴を明快に示すため，倍加
年数の長短だけで国々を並べた一覧を作成した。
3.1.　倍加年数の長い国々―高齢化の進行が緩や
か（遅い）とされる国々―
　図表 1 は，「倍加年数」の長い国々を上位から
順番に 20 位まで並べたものである 36）。棒グラフ
の左側の数値が倍加年数を示している。同様に右
側の数値は，高齢化率が 14％から 21％に達する
までの年数である。そこで，左右の年数を合算す
ると各国の三倍加年数となる。
　図表 1 からは，最上位のフランスは倍加年数が
世界最長であったばかりでなく，三倍加年数でも
最長であることがわかる。つづくノルウェーとス
ウェーデンも同様に倍加年数と三倍加年数の両方
が他に抜きん出て長い。そこで上位 3 カ国は「超
高齢社会」に達するまで世界で最も長い年月をか
けているといえる。一方，4 位以下の国々では，
倍加年数の長さが必ずしも三倍加年数の長さに結
びつくわけではない 37）。逆もしかりである。
　ここからは，既述のように棒グラフの左側の期
間（倍加年数）を三倍加年数の「前半」，右側の
期間を「後半」と呼び，いくつかの国を取り上げ
て比較していく。
　まず，図表 1 で順位 4 位のオーストラリアは前
半が 73 年，後半が 27 年である。よって同国の三
倍加年数は 100 年となる。上位 3 カ国につづき同
国同様に三倍加年数が 100 年を超えるのは，イス
ラエル（102 年）とベルギー（101 年）である。
これにつづくのがデンマークと英国で，両国の三
倍加年数は共に 99 年である。さらに，スイスと
オーストリアの三倍加年数も 95 年と長いものと
なっている。
　こうして三倍加年数が 100 年前後におよぶのは
7 カ国（オーストラリア，イスラエル，ベルギー，
デンマーク，英国，スイス，オーストリア）とわ
かる。三倍加年数で判定した場合，これら 7 カ国
が最上位 3 カ国につづいて高齢化がゆっくり進む
社会といえる。
　もしくは、ここまで名前の挙がった 10 カ国す
べてが「世界で最も高齢化の進行が緩やか」とい
うこともできる。ないしは、三倍加年数が 100 年
を超える 6 カ国だけを取り上げて「彼らの高齢化
は世紀をまたぐほど時間を要する」と説明するこ
ともできる。
　そして、図表 1 で注目すべきは、一部の国々の
「前半」の短さである。例えば、上記 10 カ国の中
でもスイスは 55 年、デンマークが 53 年、ベル
ギーは 50 年、英国が 46 年、さらにオーストリア
は 42 年でしかない。
　つまり，図表 1 では相対的に短い倍加年数を持
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つ国であっても「後半」を含めてみると，高齢化
の進行は緩やかと判別されることがある。
　そこで，すでに「速さ」の判定が定まったよう
に見える先進国の高齢化であっても，あらたに三
倍加年数を用いると，その判定が修正される可能
性を指摘できる。
3.2.　倍加年数の短い国々―高齢化の進行が速い
とされる国々―
　図表 2 は，倍加年数の最も短い国々の一覧であ
る。すなわち，高齢化の進行が「速い」とされる
国々である。各国の倍加年数は 20 年以下である。
ここでの 20 年とは，図表 1 の最下位であるドイ
ツの倍加年数の半分に相当している。
　図表 2 の順位で下位の国々は，倍加年数が短い。
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図表 1　倍加年数の長い国々（高齢化の進行が緩やか（遅い）とされる国々）
注 1：すでに高齢化社会となっている国のみ抽出。
出所：UN（2017）, World Population Prospects: The 2017 Revision. & UN DESA（1956）, The Aging of Populations and Its 
Economic and Social Implications. および国立社会保障・人口問題研究所（2017）『人口統計資料集 2017 年改訂版』から作成。
　棒グラフの左側数値が
三倍加年数の前半，右側
が後半を示す。
　必ずしも前半の長短が
後半の長さを決定するわ
けではない。
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最短の倍加年数は，サウジアラビアの 12 年であ
る。つまり，同国の高齢社会入り（高齢化率
14％到達）は日本の半分の期間，すなわち 2 倍
の速さで進むと予測されている。
　ただし，サウジアラビアが超高齢社会（高齢化
率 21％）へ達するスピードは世界最速というわ
けではない。同国の三倍加年数は 31 年に及んで
いるからである。
　図表 2 には，サウジアラビアよりも三倍加年数
の短い国々が 6 カ国ある。図表 2 の上位から順番
にシンガポール（29 年），韓国（27 年），イラン
（26 年），ブータン（29 年），ブルネイ（25 年），
オマーン（22 年）である。すなわち三倍加年数
でみると，これら 6 カ国が世界で最も急速に高齢
化していくと指摘できる。
　付言すると，三倍加年数の「前半」だけでみる
とサウジアラビアの高齢化は世界最速だが，「後
半」も含めてみると，明らかにイランやブルネイ，
オマーンの方がよりスピーディと判定される。と
くにオマーンとサウジアラビアの差は大きい。
　また，図表 2 の一部の国で後半の長さが目立っ
ている。例えば，クウェートの後半は 41 年と長
く，日本の後半（13 年）の 3 倍超となっている。
　こうした図表 2 の事例は我々に今後留意すべき
ことを教えてくれる。まず，倍加年数だけを使っ
て高齢化の進行について言及することは，未来の
高齢化について新興国の人々をミスリードするこ
とに繋がりかねない。
　さらに，国際比較の際には前半と後半の組合せ
にも留意しなくてはならない。ある国と別の国の
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図表 2　倍加年数の短い国々（高齢化の進行が速いとされる国々）
出所：図表 1 と同じ。
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三倍加年数が同程度の長さであっても，前半と後
半の組合せが同じとは限らないからである。
　例えば，サウジアラビアとタイの三倍加年数は
ともに 31 年だが，その内訳は異なる。サウジア
ラビアの前後半の組合せが 12 年＋ 19 年である一
方，タイのそれは 20 年＋ 11 年である。この違い
から両国の高齢化の道程が同じとは考えにくい。
　したがって，先述のように新興国の高齢化に警
鐘を鳴らす場合には，三倍加年数を示す必要があ
る。新興国の人々に高齢化の進行は前半よりも後
半が想定以上に長いことも，逆に短いこともある
と説明せねばならない。高齢化社会の適切な長期
予測があればこそ，より望ましい対処が可能とな
るからである。
3.3.　倍加年数が日本と同程度の国々―高齢化の
進行が日本と同等とされる国々―
　図表 3 に並ぶのは，倍加年数が日本と同程度の
国々である。各国のそれは 22 年から 26 年である。
すなわち，日本の倍加年数である 24 年から上下
2 年の幅となっている。
　ただし，倍加年数が同程度といっても，必ずし
もその後の高齢化の進行が日本と同じというわけ
ではない。三倍加年数でみると，25 カ国中で日
本に近似（上下幅 10％）しているのは 10 カ国の
みである。中には「後半」が日本よりも 2 倍以上
に長い国がある。つまり，三倍加年数の「後半」
はデータのばらつきが大きく，当該国が偏差の両
端に寄っている可能性へも留意する必要がある。
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図表 3　倍加年数が日本と同程度の国々（高齢化の進行が日本と同等とされる国々）
出所：図表 1 と同じ。
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　ここで，仮に図表 3 の国々へ倍加年数だけを示
して「高齢化の進行は日本と同程度」と伝えた場
合，人々は自国の高齢化をどのように捉えるだろ
うか。
　実は，現時点で高齢化していない国々では，
人々の高齢化に対する知識は十分とはいえな
い 38）。こうした中で「倍加年数が日本と同じ」
と伝えた場合，人々は自国の高齢化を日本と同じ
と考えるかも知れない。この時，後半の長さも日
本と同等であれば問題は少ない。ところが，後半
が大きく異なる場合，彼らが高齢化への対応を見
誤る可能性がある。
　結果，図表 3 の国々に対しても，三倍加年数の
「後半」を示すことが必要である。あわせて当該
国に似通った三倍加年数を持つ他国の高齢化につ
いて紹介することが望ましい。
4.　三倍加年数の可能性
　ここまで見たように，三倍加年数の前半（倍加
年数）の近い国々であっても，必ずしも後半が似
たものになるとは限らない。3 つのグループで前
半よりも後半の方が長い国を確かめると，図表 1
では 31 カ国中の 4 カ国，図表 2 では 25 カ国中の
8 カ国，図表 3 では 26 カ国中 5 カ国であった。
中でも新興国の一部で後半が相当に長い。つまり，
先行研究が与えた「あとから経済発展を開始した
新興国の高齢化はどんどん速まっていく」といっ
た一般的な印象は修正していかねばならない。
　また，後半の長短だけに焦点をあてると，興味
深い点がある。まず，フランスの後半は 42 年で
あり，世界最長というわけではない。つまり，フ
ランスは倍加年数こそ長かったが，その後に高齢
化率 21％へ至る過程（後半）は他国に比べて緩
やか（長い）とはいえない。よって，先行研究が
指摘する「フランスはゆっくりと高齢化が進んで
いる」という認識も改めていく必要がある。
　さらに，近い将来に高齢化の定義が上方修正さ
れると仮定してみる。すなわち，後半の長さだけ
で高齢化の進行を比較してみる。すると，図表 1
で低位の英国（後半 53 年）やオーストリア（同
53 年），さらには最下位のドイツ（同 43 年）で
さえもが「フランスより高齢化のスピードは緩や
か」と判定される。
　同じく図表 2 や図表 3 でも，高齢化の定義が上
方修正された時には一部で高齢化の進行の判定が
「速い」から「遅い」へ逆転する。それは，やは
り後半の長さゆえである。本稿で高齢化の定義変
更まで考えることは早計かもしれない。しかしな
がら，今後の人口動態に伴って高齢化の認識は変
わり得る。本稿では，新定義が生まれても，三倍
加年数のような長期間をカバーする指標であれば
適応の余地があることを指摘しておきたい。
5.　三倍加年数を使うインプリケーション
　本稿では，三倍加年数を使うインプリケーショ
ンは，以下に述べるマクロ視点の 3 点にあると考
える。
　第 1 に，今世紀中に世界の 3 ／ 4 の国々（地域
含む）が高齢化率 21％に達することを考慮しな
ければならない 39）。21 世紀に入り，最初の 10 年
で（2010 年までに）超高齢社会となったのは日
本だけだった。その後，2030 年にかけて超高齢
社会に加わるのは 37 カ国・地域である。さらに，
2031 年から 2050 年にかけては 40 カ国・地域が，
2051 年から 2070 年は 34 カ国・地域が，そして
2071 年から 2090 年にかけては 26 カ国・地域が
超高齢社会になる。したがって，今世紀半ばまで
に，78 カ国・地域が高齢化率 21％に達する。今
世紀末には，149 カ国・地域が超高齢社会になっ
ていく。こうした世界中の国々が超高齢社会に向
かう現在，高齢化率 21％までを対象とする三倍
加年数を使うことで，高齢化の速度の判定が，こ
れからの実情に即したものとなる 40）。
　また，これから三倍加年数が世界各国で利用さ
れることを前提にすると，指標としての利点も挙
げておかねばならない。まず，国際指標は分かり
やすいものが求められる。言語にかかわらず理解
できることは必須である。ついで，データの入手
も容易な方が好ましい。さらに，先行研究との継
続性があることも望ましい。三倍加年数はこれら
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の条件に適合している。以上からも，今後の高齢
化社会の進行を考察する際には，三倍加年数を用
いるべきと考える。
　第 2 に，三倍加年数は高齢化の進行を学術的に
捉え直すきっかけとなる。端的には，三倍加年数
は人口動態の研究へあたらしい視座をもたらす。
とくに，新興国の高齢化に関する研究へあらたな
加筆の機会を与える。これまで新興国ではいった
ん高齢化が始まるとそのスピードは速いと想定さ
れてきた。
　しかし，高齢社会の開始時期と三倍加年数の後
半の相関は決してリニアなものではない。本稿で
は，世界各国の高齢化率が 14％に到達した年
（つまり，高齢社会になった時期）と，その後の
「後半」の長さ（超高齢社会への移行期間）はど
の程度の相関を持つのかについて回帰分析を行っ
た 41）。すると，決定係数は 0.1083 と弱いもので
あった。観測値グラフも作成し，予測値も導き出
したが，両者の相関関係は緩やかであった。仮に
決定係数が 1 に近い値であれば，両者の関係が単
純な線形関数となり，超高齢社会への移行年数が
自動的に決まってくる。つまり，相関が強いもの
であればあるほど，高齢社会になった時期によっ
て，その後の高齢化の進行速度が容易に測定でき
る。こうした想定は，先行研究に見られる高齢化
の開始時期と高齢化のスピードの関係をリニアな
ものとして捉えることと同根である。ただし，現
実には両者の相関は弱い。
　したがって，各国の今後の高齢化の速さを検証
する場合には，倍加年数だけでは不十分である。
そればかりか，倍加年数だけでは，高齢化の進行
を誤解しかねない。三倍加年数のとくに後半も分
析することが望ましい。
　重ねて言及すると，「あとから経済発展を始め
た国々は高齢化の進行が一律に速い」といったイ
メージは払拭していく必要がある。あくまでも当
該国の（個別の形状を持つ）三倍加年数から高齢
化の進行について分析をしていかねばならない。
こうした観点は，今後の三倍加年数に関する研究
の方向性を指し示していると思われる。言い換え
ると，各国はそれぞれの高齢化の過程を持つので
あり，その固有性を確認するためには，三倍加年
数のとくに「後半」を用いて，高齢化の長期的な
傾向を観測することが望ましい。
　第 3 に，三倍加年数は，各国で社会保障政策な
どを立案する際の判断材料になり得る。それは三
倍加年数を使って将来の高齢化の段階を認識した
上で，適当な政策を検討できるからである。例え
ば，介護職人材の育成時期や規模などを議論する
際に活用できる。また，各国の福祉施設の拡充計
画作りにも役立つ。つまり，人口動態の認識と適
切な政策立案の間の親和性は高いので，社会保障
政策の担当者にとって三倍加年数は人口の基礎資
料であると同時に，政策を立案するためのツール
ともなる。
　同様に，三倍加年数は各国政府や企業などが海
外で活動する際の基礎資料となり得る。とくに，
企業にとっては特定の国へ進出（投資）するか否
かを決めるための判断材料になる。いずれの場合
も進出先国の高齢化の進行速度を知ることは有益
である。こうした政府や企業，NGO，個人など
が特定の国や地域で活動を行うか否かの資料とし
て三倍加年数は利点を持っている。
　上記に関して一例をあげる。いま，あるコン
ソーシアムが日本の福祉施設のハードとソフトを
アジア圏へ伝達できないか検討している。実現可
能性調査は，国際協力機構（JICA）の支援を得
て行われた。その際，様々な検討も行われた。
　まず，調査国を複数の候補から絞り込む必要が
あった。この時，三倍加年数のアイディアが生ま
れた。それ以降，三倍加年数は関係者に肯定的に
受け入れられ，どの国でパイロットケースを始め
るかといった検討に用いられた。
　その後，調査実施の承認を得るための検討会で
利用されたのが図表 4（の原本）である。同図表
は，調査を始めるにあたり，プライオリティをど
の国に置くのかの説明に用いられた。また，調査
後の実際の作業段階を考える上でも有用であった。
　上記事例は，三倍加年数の実践的な活用法を教
えてくれる。今後世界的な高齢化の進展に伴って，
日本の社会保障への関心が高まっていく。こうし
た時代に，三倍加年数の測定結果は，日本がいつ
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どこにどのような知見，具体的には福祉や医療，
年金，（高齢者）雇用などを伝えるのかの判断材
料になり得る。この点も三倍加年数の可能性およ
び汎用性を示しているといえる。
6.　お わ り に
　本稿で提案した三倍加年数は，人口高齢化の影
響が強くなる時期をより明確に捉えることを目指
したといえる。例えてみると，高齢化を測定する
スケールを一回り長くしたことで，人口の高齢化
のどの段階でその進捗が大きいのかを確かめるこ
とができる。
　また，三倍加年数は今後の高齢化研究に寄与す
る蓋然性も高い。各国の社会保障政策立案の一助
となる可能性もある 42）。三倍加年数を計測する
ことは，高齢化率 7％の積み上げを長期にわたり
観察することとなるので，先述のように，人口高
齢化に伴う現役世代の負担（老年人口従属指数）
の大きさを示すことにつながる。
　こうした高齢化に関する指標を日本から世界へ
発信することには意味がある。小峰他（2015）は，
高齢化で世界の先頭を歩む日本は自らが学んだこ
とを各国に示していくよう求められており，この
ことは現代日本に課された「世界史的な使命」と
いう 43）。
　「使命」に則ったものとして，その実践的価値
を高めるためにも，本稿の提案が多くの研究者の
関心を呼び，三倍加年数の有意性や実用性に関す
る議論が始まることを願っている。
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大学社会経済研究所『和光経済』第 51 巻第 1 号，pp. 23-
32。
29） DESA 報告では年齢階層別人口を 0-14 歳の若者人口，
15-64 歳の生産年齢人口，そして 65 歳以上の老年人口の 3
分類で示している。数値データは 1950 年代のものであった。
本稿ではあらたに WPP の新しいデータも利用して当該地
域の人口を実数で追い，年齢階層別人口や推計値を導き出
した。推計には指数平滑化法を利用した（信頼区間 95％設
定）。
30） これは高齢化率が 7％に達した時の日本の年齢階層別人口
比率にもおおよそ即している。
31） 村の子どもは 25 人（14 歳以下）である。従属人口指数は
47.1％，（子ども 25 人＋高齢者 7 人）÷生産年齢人口 68 人
となる。若年従属人口指数が 36.8％，老年従属人口指数は
10.3％である。
32） WPP を利用して 170 ヵ国・地域がそれぞれ高齢化率 7％に
達した時の老年従属人口指数を計測した。モデルが妥当で
あれば，現実の高齢化率と老年従属人口指数の間には一定
の相関が生まれる。例えば，高齢化率が 7％から 14％へ倍
増する際には，老年従属人口指数も 2 倍の 20％になる。日
本の高齢化率が 14％となった時，老年従属人口指数は
19.8％であった（1994 年）。そして高齢化率が 21％の時点
では，老年従属人口指数は 32.5％であった（2008 年）。
33） WPP を用いてすべての国と地域の間で高齢化率と老年従属
人口指数（1950 年から 2100 年に至る中位推計を含むデー
タ）の相関について回帰分析を行ったところ，両者の相関
係数は 0.986 と高かった。この結果から予測値計算をすると，
全世界で高齢化率 7％で老年人口指数の予測値が 11.1％に，
高齢化率 14％では同予測値は 23.6％，そして高齢化率 21％
では 36.0％になると分かった。予測される老年人口指数が
本稿で説明した数値よりも大きくなるのは，これから高齢
化する国々の推計データを多く加えたためと考えられる。
新興国では平均余命の伸びが順調であると同時に出生率の
下落が先進国の経験よりも早いことから，老年従属人口指
数を押し上げると考えられる。
34） 1956 年の DESA 報告は，従属人口指数を世界初，もしくは
それに近い段階で示したものと思われる。ただし，同報告
では現在のような Dependency Ratio（従属人口指数）と
いった用語は使われていない。
35） なぜ，高齢化社会の基準値が高齢化率 7％とされたのかは
長年の疑問であった。本稿著者の学会発表や投稿論文に対
人口が高齢化するスピードを測る指標の改善 21
するコメントへも，この疑問が付されることが多かった。
国際学会においても同様であった。また，このことは，三
倍加年数を見ることで老年従属人口指数（OADR）の変化
が把握しやすいことを示唆している。例えば，三倍加年数
の段階的増加から，働く人々の負担を表すものとして広く
使われる「胴上げ型」（1 人の高齢者を 10 人の勤労者が支え
る＝ OADR10％）から「お神輿型」（1 人を 6 人が支える＝
17％），「騎馬戦型」（1 人を 3 人が支える＝ 33％）への変化
が読み取れる。
36） 倍加年数が同じ場合，より早く高齢化社会になった国を表
の上位に置いた。
37） 一部の国で始まりの年（棒グラフの左端）が早い時期にあ
ると，棒グラフの長さがより長い傾向を持つ。例えば，よ
り早く工業化した国は早い時期に高齢化し始めたが，その
進行は緩やかだった。つまり，早い段階で経済成長した
国々は，高齢社会となってからの進行も緩やかである。こ
の点は先行研究のとおりである。
38） 2017 年に東南アジアで行われた意識調査の結果は，人々の
高齢化に対する知識が乏しいことを示している。同結果は
学術誌へ投稿予定。
39） United Nations（2017）, op. cit.
40） 今世紀末までに高齢化率が 28％に達する国々は全体の半数
以下，かつ，今後先進国の高齢化率は縮小し始める。これ
らから直ちに四倍加に向けて基準値を引き上げる必然性は
高くない。
41） t 検定と p 値はともに有意。高齢化の開始時期と高齢化のス
ピードの関係をリニアなものとして捉えるには両者の相関
は弱い。
42） 政策担当者は三倍加年数を通して高齢化の進行を長期にわ
たり把握・分析することで，より適切な対応を考えること
ができる。
43） 小峰隆夫・21 世紀政策研究所編（2015）『実効性のある少子
化対策のあり方』経団連出版，pp. 7-8。
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